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終章 要約とインプリケーション 
 
 
 本報告書は、2005 年 4 月施行の改正育児・介護休業法で新たに育児休業の対象となった

有期契約労働者の育児休業取得状況を分析し、有期契約労働者の育児休業が進むための課題

を明らかにした。分析結果から得た知見を要約し、有期契約労働者の育児休業が定着するた

めの政策的インプリケーションをまとめておくことにしたい。 

 
 
１ 各章の知見の要約 

第 1 章の知見 
 約 8 割の事業所は、更新回数の上限なく反復更新する契約で有期契約労働者を雇用してい

る。そのなかには、労働時間や職務内容の面で正社員に近い働き方で有期契約労働者を活用

している事業所も少なくない。また、反復更新している事業所では、正社員と有期契約労働

者の均衡処遇や男女の均等処遇に取り組んでいる割合も高い。労働契約の形式上は有期であ

る労働者を継続的に雇用して積極的に活用している事業所は多いことがうかがえる。 

 
第 2 章の知見 
有期契約労働者の育児休業制度の規定がある事業所の約 3 分の 2 は、法改正に合わせて有

期契約労働者を育児休業の対象としている。反復更新して継続的に有期契約労働者を雇用し

ている事業所で有期契約労働者の育児休業制度の規定があるのは約 50％であり、職務内容が

正社員とほとんど同じ有期契約労働者や正社員転換者のいる事業所では 50％を超えている。

また、正社員と有期契約労働者の均衡処遇の推進に取り組む事業所や次世代法の一般事業主

行動計画を策定している事業所は、有期契約労働者の育児休業制度の規定のある割合が高い。

規定の有無は企業規模の差が大きく、企業規模 300 人未満の中小企業での制度普及が課題で

ある。 

 
第 3 章の知見 
法改正からの期間が短く、育児休業取得実績のある事業所はまだ少ないが、反復更新して

継続的に有期契約労働者を雇用している事業所に育児休業取得実績がある。この意味で、法

の趣旨に沿った結果が出ているといえる。そのなかでも、職務内容が正社員とほとんど同じ

有期契約労働者がいる事業所や有期契約労働者の正社員転換を行っている事業所は育児休業

取得実績が高い。また、正社員と有期契約労働者の均衡処遇の推進に取り組む事業所や、次

世代法の一般事業主行動計画を策定している事業所でも育児休業取得実績は高い。 
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第 4 章の知見 
2005 年 4 月以降に現在の勤務先で出産経験のある有期契約労働者の育児休業取得状況を

分析した結果、勤続年数が長い、契約期間が長い、契約期間は短くても何度も契約更新して

いるなど、雇用が継続する契約の労働者が育児休業を取得していることが明らかになった。

「特定職種の契約社員」や一般正社員と比較した職務レベルが高い者など、正社員に近い働

き方の有期契約労働者に育児休業取得者は多い。取得者の約 40％は育児休業を取得していな

かったら退職していたとしており、育児休業の対象となったことにより有期契約労働者の雇

用継続は増えつつあることがうかがえる。同じ職場に育児休業を取得した有期契約労働者が

いる者は育児休業を取得する割合が高く、育児休業取得の前例が職場にできることで、有期

契約労働者の育児休業取得は増えることが示唆される。 

 
第 5 章の知見 
有期契約労働者の育児休業取得希望は未既婚・子の有無にかかわらず高く、育児休業制度

が適用されている労働者は子育てをしながら仕事をする希望が高い。職務内容や労働時間が

正社員に近い労働者ほど育児期の就業希望は高いが、週の労働時間 30 時間以上の層では、

現在の勤務先での継続希望とともに、子育てしやすい別の勤務先に移る希望も高い。こうし

た労働者の雇用継続が増えるためには、育児休業制度とともに、復職後の支援として勤務時

間短縮等の措置や子の看護休暇を適用するなど、体系的な両立支援が重要である。 

 
第 6 章の知見 
ニーズ調査や労使協議など、有期契約労働者の両立支援ニーズを把握する具体的取り組み

を行っている事業所は、有期契約労働者の育児休業取得者のいる割合や勤務時間短縮等の措

置の制度がある割合が高い。しかし、ニーズ把握の取り組みを行っている事業所は少ない。

事業所が両立支援ニーズを把握する契機として、正社員と有期契約労働者の均衡処遇の推進

や次世代法の行動計画策定における労使のコミュニケーションが重要な役割を果たしている。 

 
第 7 章の知見 
約半数の事業所は対象要件を緩和して、法を上回る範囲の有期契約労働者を育児休業の対

象としているが、有期契約労働者の継続雇用の実態に対象要件の規定が対応していない事業

所は少なくない。契約更新を繰り返して継続的に雇用される有期契約労働者が育児休業を円

滑に取得できるためには、労働者の実態に応じて「子が１歳に達する日を超えて引き続き雇

用されることが見込まれること」の要件を緩和するなど、法を上回る規定を設けるなどの取

り組みが重要である。 
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２ 政策的インプリケーション 
 育児休業制度を柱とする有期契約労働者の雇用継続支援について、各章から様々に有意味

なインプリケーションを得ることができる。とりわけ本研究の目的である有期契約労働者の

育児休業について、核となるインプリケーションは、次のように要約することができる。 
① 形式上は有期契約の労働者であっても、多くは契約更新を繰り返して継続的に雇用されて

いる。また、勤務先に有期契約労働者を対象とする育児休業制度の規定がある労働者が育

児休業を取得している。有期契約労働者の育児休業取得が進むために、個々の企業はまず

有期契約労働者を対象とする育児休業制度の規定を設けることが重要である。 
② 育児休業を通じた雇用継続が増えるためには、勤務実態に応じた両立支援が重要である。

実労働時間が週 30 時間以上の有期契約労働者は、現在の勤務先での雇用継続希望ととも

に、子育てしやすい別の勤務先に移る希望も高い。こうした労働者に対しては、育児休業

とともに、復職後に勤務時間短縮等の措置を講ずるなど、体系的な両立支援が重要となる。 
③ 育児休業制度の効果を高めるためには、有期契約労働者の両立支援ニーズを把握して制度

を運用することが重要である。継続的な雇用の実態に応じて「子が 1 歳に達する日を超え

て引き続き雇用が見込まれること」の要件を規定から除外するなど、個々の企業が法を上

回る育児休業制度を整備することで休業取得者は増えることが示唆される。 

 
有期契約労働者を対象とする育児休業制度の普及を 

 本報告書の分析結果から示唆されることとして、まず指摘すべきは、形式上は有期契約で

あっても、多くは継続的に契約更新を繰り返しており、改正育児・介護休業法によって有期

契約労働者が育児休業の対象になったことは、そうした労働者の実態に適っていることだ。 
 一定の雇用期間の後に雇用関係が終了する、文字どおりの有期契約であれば、育児休業の

対象としても、その目的である雇用継続はできない。だが、今日の有期契約労働者において

は、契約更新をして継続的に雇用される労働者の方が多いのが実態である。 
このように形式上は有期契約であっても実質的に期間の定めのない労働契約と異ならな

い状態になっている労働者は、法改正前から厚生労働省の通達や指針において育児休業の対

象となるとされてきた。ヒアリング調査の C 社のように、契約更新を繰り返すことで有期契

約労働者を継続的に雇用している企業のなかには、法改正前から育児休業制度を有期契約労

働者に適用しているところもある。アンケート調査でも、有期契約労働者の育児休業制度が

ある事業所の約 3 分の 1 は法改正前から有期契約労働者を対象にしていた。 
だが、残りの約 3 分の 2 は、法改正に合わせて有期契約労働者の育児休業制度を始めてい

る。法律で義務となったことにより、有期契約労働者の育児休業制度を実施する事業所は増

えたことがうかがえる。そして、法改正以後、契約更新を繰り返して継続的に雇用されてい

る有期契約労働者は、育児休業を取得するようになっていることが分析結果から明らかにな

った。法改正からの期間が短いこともあり、有期契約労働者の育児休業取得者はまだ少ない
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が、現状においては、法改正の趣旨に沿うかたちで有期契約労働者も育児休業を取得するよ

うになっているといえる。今後、この流れを推し進めることで、育児休業を取得する有期契

約労働者は増えることが予想される。 
そのためには、まず有期契約労働者を対象とする育児休業制度のさらなる普及を促進する

ことが重要である。改正育児・介護休業法によって、勤務先に育児休業制度の規定がなくて

も、対象要件を満たす有期契約労働者は育児休業を取得できるようになった。だが、法改正

後の今日においても、取得者の大多数は、勤務先に育児休業制度の規定がある者である。育

児休業を取得しやすい職場環境をつくるために、まずは個々の企業が有期契約労働者の育児

休業制度の規定をもうけることの重要性が示唆される。 
とりわけ企業規模 300 人未満の中小企業での普及が課題である。育児休業制度の普及状況

については、これまでの研究でも企業規模の差が大きく、300 人未満の企業では育児休業制

度の規定がある割合が低いことが指摘されている。本報告書で分析した有期契約労働者の育

児休業制度についても同様の結果が示されていた。ただし、有期契約労働者において重要な

のは、単に制度を設ける事業所が増えることではなく、雇用している有期契約労働者の実態

に即して制度の普及を図ることである。反復更新して継続的に有期契約労働者を雇用してい

る事業所においても、有期契約労働者の育児休業制度があるのは約半数に留まっている。育

児休業制度の規定はあっても、有期契約労働者には適用していない事業所も約 3 割ある。こ

うした事業所で有期契約労働者の育児休業を制度化することが重要な課題である。 

 
多様な勤務実態に即した両立支援を 

 これまで有期契約労働者は対象外であったとはいえ、育児休業法が 1992 年に施行されて

15 年が経った今日、企業における仕事と育児の両立支援の柱として、育児休業制度は広く知

られるようになっている。新たに対象となった有期契約労働者においても、育児休業への関

心は高く、育児休業制度が適用されている労働者は育児期の就業意欲が高い。しかし、育児

休業が実効性をもち、現在の勤務先での雇用継続を高めるためには、多様な勤務実態に即し

た両立支援を体系的に行うことの重要性が分析結果から示唆される。 
有期契約労働者の働き方は、労働時間が短い者からフルタイムの者まで、職務内容も同じ

職場の正社員とほとんど同じ者から正社員とはまったく異なる者まで様々である。どのよう

な働き方であれ、継続的に雇用される有期契約労働者が育児休業を取得しているが、そのな

かでも特に取得者が多いのは、正社員に近い働き方の者である。出産未経験の労働者におい

ても、労働時間や職務内容が同じ職場の正社員に近い者は、今後育児期を迎えた場合に子育

てをしながら現在の勤務先で勤め続ける希望は高い。 
しかしながら、労働時間が週 30 時間以上になると、現在の勤務先での雇用継続とともに、

「子育てをしやすい別の勤務先に変わりたい」との希望も高くなることは見逃せない。ヒア

リング調査の C 社によれば、有期契約労働者でも仕事の責任が重くなれば、正社員と同様に
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育児休業を取りにくくなることもある。働き方が正社員に近づけば、仕事と育児の両立にお

いて、有期契約労働者も正社員と同じ困難をもつようになることが示唆される。 
改正育児・介護休業法では、勤務時間短縮等の措置の対象も有期契約労働者に拡大されて

いる。有期契約労働者の雇用継続が増えるためには、育児休業とともに復職後の支援として

勤務時間短縮等の措置を講ずるなど、労働時間の実態に応じた体系的な両立支援を行うこと

が重要といえる。 

 
制度の円滑な運用に向けた労使のコミュニケーションを 
勤務実態によって多様な両立支援ニーズをもつ有期契約労働者の育児休業制度が効果的

に機能するためには、制度の運用にあたって、ニーズ調査や労使協議などの方法で有期契約

労働者の両立支援ニーズを把握することが、企業の重要な作業となる。とりわけ重要なのは、

育児休業の対象要件について、雇用している有期契約労働者のニーズに即した規定を個々の

企業が設けることの重要性が分析結果から示唆される。 
契約期間満了後に更新されないことがあらかじめ明らかな（雇止めの明らかな）契約の労

働者は、法の定める対象要件のいずれについても、その有無にかかわらず育児休業をほとん

ど取得していない。有期契約労働者のニーズを把握している事業所の方が対象要件を緩和し

ている割合は低くなっている。形式的に対象要件を緩和しても、休業後に雇用が継続する契

約でなければ、有期契約労働者は育児休業を取得しないことが分析結果から示唆される。 
その一方で、契約更新を繰り返す有期契約労働者においては、「子が 1 歳に達する日を超

えて引き続き雇用の見込みがあること」の要件がある事業所の育児休業取得実績が相対的に

低くなっている。ヒアリング調査において指摘されていたように、この要件にある「見込み」

があるかどうか、客観的に判断することは難しい。更新のある契約であることをポジティヴ

にとらえれば「見込まれる」といえるが、更新されない可能性がないわけではないとネガテ

ィヴにとらえれば「見込まれるとまではいえない」ことになる。 
こうした状況では、育児休業後も勤め続けたいという労働者の意思が重要な判断材料とな

っていることが分析結果から示唆される。ヒアリング調査の対象企業の有期契約労働者は、

いずれも特段の事情がない限り契約更新を繰り返している。そのため、「子が 1 歳に達する

日を超えて引き続き雇用の見込みがあること」の要件は規定から外すか、規定には残してい

ても、育児休業の申請者に休業後の継続意思があれば休業を認めていた。アンケート調査の

分析結果からも、反復更新する有期契約労働者の実態にあわせて、この要件を規定から除外

している事業所は育児休業取得実績が高い。出産・育児期も勤め続けたいという有期契約労

働者の希望に応えて育児休業制度を運用することが重要であるといえる。 

 
結論と今後の課題－有期契約労働者の育児休業の定着に向けて－ 
改正育児・介護休業法の施行を機に、有期契約労働者にも育児休業は浸透しつつある。こ
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の制度が個々の企業に定着し、育児期に雇用継続する有期契約労働者が増えるためには、改

正育児・介護休業法の趣旨に沿った制度の運用を進めていくことが重要である。 
そのためには、どのような労働者がどのような両立支援を必要としているか、個々の企業

や事業所で適切に把握することが重要な作業となる。正社員との均衡処遇推進や次世代法の

一般事業主行動計画の策定などの機会を活用して、労使のコミュニケーションを促すことの

重要性が分析結果から示唆される。 
また、運用面のサポートとして、行政においては、助言・指導・情報提供を行うことも重

要である。育児休業の対象要件において客観的判断が難しいとされる「子が 1 歳に達する日

を超えて引き続き雇用の見込みがあること」の要件について、厚生労働省（2007）には、該

当するケースが具体例とともに示されている。こうした制度情報の周知を通じて、個々の企

業が有期契約労働者の実態に即して育児休業制度を運用することで、円滑な育児休業取得が

可能になると考えられる。 
終りに、今後の課題として、次のことを記しておきたい。 
１つ目は、有期契約労働者の育児休業がどの程度職場に浸透し、どのような状況で育児休

業取得は難しいのか、しばらく期間を置いた後に改めて検討することである。制度上は育児

休業の対象でありながら、有期契約であることを理由に育児休業を取得しにくい状況は十分

に予想されるが、本研究で分析したデータは、改正育児・介護休業法施行から約 2 年という

短い期間の調査であるため、育児休業取得者がいない事業所について、「まだいない」のか、

それとも取得できないのかの区別をすることができなかった。この点は、育児休業取得者が

ある程度増えた段階で改めてデータを取って詳細に分析する必要がある。 
2 つ目は、出産・育児期に退職した労働者も含むデータにより、有期契約労働者の育児休

業制度の効果を検証することである。本研究で調査対象とした労働者は、ヒアリング調査も

アンケート調査も企業や事業所に勤務する者であり、仕事をやめて子育てに専念している女

性は対象から除かれている。そのため、育児休業の目的である雇用継続については間接的な

分析に留まっている。出産・育児期に雇用継続する有期契約労働者は増えているのか、退職

者も含むデータで改めて検証したい。 
そして、3 つ目に、女性労働者全体の雇用継続において、有期契約労働者の育児休業が及

ぼす効果を明らかにすることである。本研究は、新たに育児休業の対象外となった有期契約

労働者に焦点を当てたが、正規雇用においても、長時間労働を始めとする職務負担の増加や

保育所に入れないことなど、様々な要因が育児との両立を難しくしている。出産・育児期の

雇用継続を可能にする両立支援のあり方を総合的に検討する中で、有期契約労働者にとって

も有効な支援の課題をさらに明らかにすることが今後の課題である。 
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